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Ⅰ 平成28年度における主な取組の内容

「神奈川県企業庁経営方針」、「神奈川県営水道事
業経営計画」及び「神奈川県営電気事業経営計
画」に基づき、水道施設の耐震化・老朽化対策の
推進、再生可能エネルギーの導入などの主要事業
を着実に進め、水道や電力の安定供給に努めまし
た。

神奈川県企業庁
経営方針

神奈川県営電気事業
経営計画

神奈川県営水道事業
経営計画
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１ 水道事業 ＜主要施策体系図＞

１　より安全で良質な水づくり

２　災害や事故に備えた強靭な水道づくり

 老朽配水管リフレッシュ事業（再掲）

 大口径老朽管リフレッシュ事業（再掲）

 配水管網再構築事業（再掲）

３　お客さまから信頼される事業運営

（１） 貯水槽水道適正管理推進事業

（１） 水道施設耐震化事業

（２） 応急給水体制整備促進事業

（３） 配水運用設備整備事業

（４）火山災害対策事業

      火山災害対策事業（再掲）

（２） 鉛管対策事業

（３） 谷ケ原浄水場薬品注入施設更新事業

（５） 加圧ポンプ所停電対策事業

（１） 県営水道お客さまコールセンター運営業務委託事業

（２） 「水のおいしい学校づくり」の推進 

（３） お客さま意識調査事業

（４） 水道スマートメーターの共同研究の実施

水道施設の

耐震化関連

事業
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４　安定した水の供給体制の確保

５　地域社会や国際社会への貢献

（３） 福祉作業所への水道メーター分解作業業務委託事業

（６） 配水池等統廃合事業

（７） 谷ケ原浄水場排水処理施設更新事業

（８） 漏水対策強化事業

（３） 老朽配水管リフレッシュ事業

（４） 大口径老朽管リフレッシュ事業

（５） 配水管網再構築事業

（９） 谷ケ原浄水場遠方監視制御設備整備事業

（１） 海外の水道技術への協力

（２） 箱根地区水道事業包括委託の推進

（１） 水道施設整備事業

（２） 寒川浄水場排水処理施設管理事業
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＜谷ケ原浄水場薬品注入施設更新事業＞
近年の水質基準の強化に伴う最適な薬品貯蔵量の確保や、高機
能な浄水薬品の導入、火山灰等への対応などを踏まえた薬品注入
施設の更新に向けた基本設計を実施した。
○平成28年度 事業費 7,897千円
○概要図（主要薬品貯蔵槽位置）

（１） より安全で良質な水づくり

ｐH調整剤

凝集剤

消毒剤
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＜水道施設耐震化事業＞
災害時に重要となる、災害拠点病院などの重要給水施設へ
の供給管路や基幹管路に耐震継手管を採用するなど、水道
施設の耐震化に取り組んだ。

・全管路の耐震化率

・基幹管路の耐震適合率

（２） 災害や事故に備えた強靭な水道づくり

26年度末
17.8％

25年度末
17.1％

27年度末
18.5％

平成28年度
耐震化延長 73.6km

30年度末計画目標 20％
耐震管延長 約1,887km
管路総延長 約9,372km

26年度末
66.6％

25年度末
66.4％

27年度末
66.9％

平成28年度
耐震化延長 4.8km

30年度末計画目標 69％
耐震適合管延長 約477km
基幹管路延長(H24) 約692km

28年度末
19.2％

28年度末
67.0％ 5



・県指定災害拠点病院９箇所への供給管路の耐震化率

・配水池の耐震化率

26年度末
63.3％

25年度末
47.5％

27年度末
73.3％

平成28年度
耐震化延長 1.1km

30年度末計画目標 100％
耐震管延長 約9.3km

26年度末
20.2％

25年度末
17.7％

27年度末
20.2％

30年度末計画目標 36％
耐震化した配水池の容量 約256,560m3

統廃合後(H55)の配水池の容量 約714,740m3

28年度末
85.4％

28年度末
26.1％
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＜老朽配水管リフレッシュ事業＞
老朽化している水道管を耐震性の高い鋳鉄管に取替え、安
定給水の確保を図った。

・老朽管残存率

＜大口径老朽管リフレッシュ事業＞
強度的に弱い昭和46年以前に布設した大口径管路の更新
を行い、水道水の安定供給の確保を図った。

・基幹管路の老朽管残存率

26年度末
16.7％

25年度末
17.2％

平成28年度
解消延長 55.5km

27年度末
16.1％

30年度末計画目標 15％
老朽管残存延長 約1,079km
管路総延長(H16) 約7,399km

26年度末
30.5％

25年度末
30.7％

27年度末
30.3％

平成28年度
解消延長 13.7km

30年度末計画目標 28％
老朽管残存延長 約193km
基幹管路総延長(H24) 約692km

28年度末
15.4％

28年度末
28.4％ 7



写真① 大口径老朽管リフレッシュ事業

＜パイプインパイプ工法＞
パイプインパイプ工法は、既設管をさや管とし、その中に新管を挿入する、道路
掘削が困難な場合などに用いられる工法である。
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＜お客さま意識調査事業＞
お客さまの水使用の動向や意識、ご意見やご要望を把握し
て、今後の事業運営の基礎資料として活用するために、個人
と事業所等のお客さまを対象に調査を実施した。

○平成28年度 事業費 7,736千円

○調査対象・期間等

（３） お客さまから信頼される事業運営
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○主な調査結果
・水道管の老朽化による更新の必要性の認知度

・県営水道が今後力を入れるべき事業

○今後の予定
お客さまの水使用の動向や意識、ご意見やご要望を把握し
て、今後の事業運営の基礎資料として活用する。
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＜水道スマートメーターの共同研究の実施＞
検針業務の自動化や使用水量の「見える化」などが可能と
なる水道メーターのスマート化について、箱根地区において民
間事業者とともに共同研究を平成29年1月から開始した。

○平成28年度 事業費
1,474千円（スマートメーター設置工事）

○共同研究の内容
水道スマートメーターによる計量を
行い、通信環境が困難と思われる
山間部エリアでの通信安定性の確認
及び、漏水発見への活用等について
研究する。
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○研究主体と主な役割分担
・神奈川県企業庁
スマートメーターの設置工事、無線基地局設置場所の提供等
・ＪＦＥエンジニアリング㈱
スマートメーターから得られるデータの分析や全体調整
・箱根水道パートナーズ㈱
お客様からの問い合わせに対する窓口

○スケジュール

平成28年度 平成29年度

第1 第2 第3 第4 第1 第2 第3 第4

撤去
工事

検証期間(1年間)
設置
工事

共同研究
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（４） 安定した水の供給体制の確保

＜漏水対策強化事業＞
○事業目的
近年の漏水率の上昇傾向を踏まえ、地下漏水をより早期に発見
するために、音聴式漏水調査のサイクルを短縮するとともに、相関
式漏水探知器を用いた河川の伏越部等への調査を試行するなど、
漏水対策の強化を図った。

○平成28年度事業費 122,796千円

○事業内容
・漏水調査サイクルの短縮
給水区域全域で実施している音聴式漏水調査について、地下漏
水をより早期に発見するため、従来の４年で１巡していた調査サイ
クルを２年に短縮した。

音聴式漏水調査管路延長 4,083ｋｍ 13





写真② 音聴式漏水調査

音聴棒による漏水調査

漏水探知機による漏水調査
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２ 電気事業 ＜主要施策体系図＞

１　電力と水道用原水の安定供給

２　貯水池の堆砂対策とダムの機能維持

（２） 道志調整池保全対策事業

３　再生可能エネルギー導入の推進 （１） 太陽光発電所維持事業

（２） 次世代エネルギーパーク普及・啓発事業

４　県民から信頼される事業運営 （１） 水源かん養林保育事業

（２） ダム・発電所地域振興事業

（３） 早戸川水系水力発電推進事業

（１） 相模貯水池管理事業

（２） 玄倉第１発電所改造事業

（１） 相模貯水池大規模建設改良事業

（３） 集中監視制御システム等改修事業
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＜玄倉第１発電所改造事業＞
老朽化した玄倉第１発電所の水車発電機や変圧器など

の主要機器を全面更新し、最新技術の採用により出力増
強を図る改造工事を進めた。

○事業期間
平成27年度～平成29年度

○平成28年度 事業費総額
214,687千円
（継続費総額 2,241,349千円）

（１） 電力と水道用原水の安定供給
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＜相模貯水池大規模建設改良事業＞
相模貯水池の上流域の災害防止と有効貯水容量の回復

を図るため、堆砂の除去等を行った。

○平成28年度のしゅんせつ量 140,960㎥

○有効貯水容量
4,038万8,900㎥ →   4,042万3,700㎥
（平成27年12月末時点） （平成28年12月末時点）

○有効貯水容量率
83.8％ → 83.9％
（平成27年12月末時点） (平成28年12月末時点）

（参考）平成31年度 推定値
・有効貯水容量 4,000万㎥
・有効貯水容量率 83.0％

（２） 貯水池の堆砂対策とダムの機能維持
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写真③ 相模貯水池大規模建設改良事業
しゅんせつ船団の作業状況（勝瀬橋付近）

しゅんせつ土砂
の陸揚場
（上野原市鶴島）
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＜早戸川水系水力発電推進事業＞
｢かながわスマートエネルギー計画｣における基本政策の一
つである「再生可能エネルギー等の導入加速化」の取組みを
推進するため、相模川水系早戸川において、既存のえん堤を
利用した小水力発電所の設置に向けた建設工事や地質調査
等に着手した。

○平成28年度 事業費総額 13,655千円
・早戸川発電所（仮称）建設事業 903千円
（継続費総額 330,000千円 平成28～29年度）
・蛙沢えん堤地点地質調査業務委託ほか 12,752千円

○発電計画(予定）
ア 水系・河川名・位置
一級河川相模川水系早戸川（相模原市緑区鳥屋）

（３） 再生可能エネルギー導入の推進

20



＜発電計画地点位置図＞

既設愛川第1発電所
愛川第2発電所

早戸川取水えん堤地点

奥野砂防えん堤地点

蛙沢砂防えん堤地点

計画地点
早戸川取水えん堤地点
（早戸川（下流部））

蛙沢砂防えん堤地点
（早戸川（上流部））

奥野砂防えん堤地点
（早戸川（中流部））

計画の特徴
廃止された発電所の、残され
ている取水えん堤を再利用
する計画

既存の砂防えん堤を取水え
ん堤として利用する計画

既存の砂防えん堤を取水え
ん堤として利用する計画

最大出力 ７２ ｋＷ ７００ｋＷ ３２０ｋＷ

年間可能
発電電力量

約４８４，２００ｋＷｈ 約４，００９，０００ｋＷｈ 約１，６３６，０００ｋＷｈ

工期等
（予定）
[28年度]

H26～H27 調査設計
H28～H29 建設工事
[H28 調査、建設工事]

H26～H30     調査設計
H31～H34     建設工事
[H28 地質調査]

H26～H33    調査設計
H34～ 建設工事

イ えん堤地点と計画内容 下表のとおり
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写真④ 早戸川発電所（仮称）
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３ 公営企業資金等運用事業

＜主要施策体系図＞
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＜新財務管理システム開発事業＞
稼働から25年以上が経過した財務管理システムについて、システム機
能及び業務の見直しを行い、新たな財務管理システムの構築を行った。
○事業期間 平成27年度～平成28年度

○平成28年度 事業費総額
239,652千円（債務負担総額 853,546千円）

＜小型飛行ロボット業務活用事業＞
企業庁独自のカスタマイズをした「小型飛行ロボット
（ドローン）」を、業務に活用した。
○平成28年度に行った業務内容
・平成28年７月の酒匂川流域の合同パトロールの際に、
河川の利用者に対して、上空から水難事故防止の注意
喚起を行った。
・空撮機能を活用して企業庁の仕事の素晴らしさをアピ
ールする動画の作成などの広報活動を行った。

（１） スマート企業庁（ICT）の推進
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＜企業庁カスタマイズ機＞

カスタマイズ機市販機

スピーカー

赤外線カメラ 集音マイク
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Ⅱ 平成28年度公営企業会計決算額総括表

会 計 名 区 分 収入決算額 支出決算額
当年度純利益又は純損失

資本的収支財源過不足額

水 道 事 業
会 計

損 益 59,894 51,921 6,770

資 本 11,234 28,225 △ 16,991

電 気 事 業
会 計

損 益 8,342 7,604 651

資 本 4,961 1,911 -

公営企業資金等

運用事業会計

損 益 812 972 △ 149

資 本 3,732 7,518 △ 3,785 

相模川総合開発

共同事業会計

損 益 1,614 1,614 0

資 本 338 338 0

酒匂川総合開発

事 業 会 計

損 益 1,179 1,179 0

資 本 271 271 0

合 計
損 益 71,843 63,292 7,273

資 本 20,538 38,265 △ 20,776

(単位：百万円)
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水道事業会計

27

Ⅲ 各事業会計の決算の状況



１ 決算の概要 水道事業会計

＜収益的収支＞
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水道事業会計
（単位：百万円）

水道利用加入金
2,077

その他 5,956

事業収入
59,894

当年度純利益
6,770

事 業 費
51,921

支払利息 2,992

修繕費 4,393

職員費 6,099

消費税資本的収支調整額
1,202

その他 9,412

動力費 1,460

＜収益的収支＞

減価償却費
12,694

受水費 14,869

給 水 収 益
51,860
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水道事業会計＜資本的収支＞

資本的
収 入
11,234

資本的
支 出
28,225

その他 1

企業債 4,000

補塡財源
16,991

他会計からの長 期 借 入 金
7,000

その他 234

一般建設改良費
16,037

企業債等償還金
12,187

（単位：百万円）

（単位：百万円）

年　   度
    科  目  等

 資   本   的   収   入 ① 11,234 10,190 1,043
企 業 債 4,000 4,000 0
他 会 計 か ら の 長 期 借 入 金 7,000 6,000 1,000
そ の 他 収 入 234 190 43

 資   本   的   支   出  ② 28,225 28,680 △ 455
一 般 建 設 改 良 費 16,037 15,012 1,025
企 業 債 等 償 還 金 12,187 13,665 △ 1,477
そ の 他 支 出 1 3 △ 3

③ △ 16,991 △ 18,490 1,498

平成28年度
決　算　額
　　　　　Ａ

平成27年度
決　算　額
　　　　　Ｂ

増減額
　Ａ－Ｂ

資

本

的

収

支
資 本 的 収 支 差 引 額 （ ① - ② ）
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収益 費用

（49,041）（55,811）

（１）損益計算書グラフ

営 業 費 用
45,381

（単位：百万円）

水道事業会計

営 業 収 益
51,111

営業外費用 3,659

営業外収益 4,650

特 別 利 益 48

水道料金収入の
占める割合が
９割超

受水費・減価償却費・職員費等

支払利息等

純利益 6,770

２ グラフで見る決算書
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（２）当年度損益の推移
（百万円）

水道事業会計

1,074 1,155

4,230

6,770

△ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

24 25 26 27 28年度

当年度純利益

当年度純損失

当年度純利益
前年度対比 で 25億3,900万

円の増

△808
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（３） 剰余金の処分 水道事業会計

当年度未処分
利益剰余金
6,797

＜当年度未処分利益剰余金の増減＞ （単位 百万円）

１ 前年度繰越利益剰余金 27

２ 当年度純利益 6,770

当年度未処分利益剰余金 6,797
（単位：百万円）

翌年度繰越
利益剰余金

31

当年度純利益
6,770

建設改良積立金
6,426

減債積立金
340

＜剰余金の処分案＞

前年度繰越
利益剰余金

27

利益剰余金
の処分
6,766
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（４）水道料金収入 水道事業会計
＜水道料金収入（税込み）の前年度比較＞ （単位 千円）

499 495 
480 481 480 

3.14 3.13 3.07 3.05 3.05 

2.00

2.20

2.40

2.60

2.80

3.00

3.20

450

500

550

24 25 26 27 28年度

億㎥

億円

＜水道料金収入と有収水量の推移＞
水道料金収入 有収水量億円

年度 構成比 構成比
前年対比
(A)/(B)

区分 (％) (％) (％)

51,860,441 100.0 51,954,205 100.0 △93,764 99.8

家 事 用 33,783,327 65.1 33,802,708 65.1 △19,380 99.9

業 務 用 16,846,980 32.5 16,802,807 32.3 44,173 100.3

　営 業 用 (9,331,302) (18.0) (9,193,769) (17.7) (137,532) (101.5)

　公 共 用 (2,677,997) (5.2) (2,745,524) (5.3) (△ 67,526) (97.5)

　工 業 用 (4,837,680) (9.3) (4,863,512) (9.4) (△ 25,832) (99.5)

浴 場 用 40,225 0.1 41,214 0.1 △988 97.6

　浴 場 用 (3,947) (0.0) (4,174) (0.0) (△ 226) (94.6)

　プール用 (36,277) (0.1) (37,040) (0.1) (△ 762) (97.9)

一 時 用 242,264 0.5 222,301 0.4 19,962 109.0

分    水 947,644 1.8 1,085,174 2.1 △137,529 87.3

使

用

区

分

水 道 料 金

平成28年度
決　　　算

平成27年度
決　　　算

比 較 増 減

(A) (B) (A)－(B)
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363.04 363.88 

355.51 352.24 

355.73 

3,144 3,064 3,008 2,942 2,913 

350.00

360.00

370.00

380.00

2,000

2,500

3,000

3,500

24 25 26 27 28年度

戸 ㎥

＜工業用＞

１戸１か月使用水量 給水戸数

17.07 
16.90 

16.41 

16.33 
16.16 

119 120 122 123 125 

16.00

17.00

18.00

19.00

80

90

100

110

120

130

24 25 26 27 28年度

万戸 ㎥

＜家事用＞

１戸１か月使用水量 給水戸数

＜参考＞ 家事用・工業用の１戸１か月使用水量と給水戸数の推移

㎥

㎥

万戸

戸
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水道事業会計

① 免除の概要
平成28年４月１日から平成29年３月31日までの間に督促から５年を経過
し、かつ債務者の所在不明等により納入見込みのない水道料金及び債務者
が死亡し、限定承認の結果、相続財産では弁済を受けられない水道料金に
ついて、神奈川県県営上水道条例に基づき免除する。

② 件数及び金額の合計額
14,560件、39,299,572円 （平成27年度15,222件、44,854,609円）

③ 免除の内訳
ア 理由別内訳
・債務者の死亡 7件 12,072円
・債務者の所在不明 14,513件 38,215,502円
・債務者の破産 40件 1,071,998円

イ 用途別内訳
家事用 13,769件 32,703,635円、業務用他 791件 6,595,937円

ウ 金額別内訳

（５）水道料金の免除の状況

金 額 帯 件数
500,001円以上 0件
100,001円以上　　500,000円以下 13件
 10,001円以上　　100,000円以下 455件
 10,000円以下 14,092件

合計 14,560件 36



水道事業会計

有収率
90.5％

4

6

8

10

21 22 23 24 25 26 27 28年度

漏水率の推移（％）

5.4

送水量分析

5.5

6.4 6.7
6.2 6.2

5.2

（６）漏水率の推移

6.3

漏水率
5.4％

有効無収率
3.9％

調定減額水量
の割合
0.2％
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677 676
664 666

949 948 937 940

950

500

600

700

800

900

1,000

1,100

24 25 26 27 28年度

資本勘定職員 損益勘定職員 企業庁全職員数

（人）

水道事業会計（７）職員数の推移

675
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資産の部 負債・資本の部

資本金
154,936

有形固定資産
300,768

投資その他の資産
70,751

（407,045） （407,045）

（単位：百万円）

水道事業会計

剰余 金
28,474

資本剰余金
14,473

利益剰余金
14,000

無形固定資産
52

流 動 負 債
28,881

固 定 負 債
151,103

繰 延 勘 定
59

流 動 資 産
35,413

（８）貸借対照表グラフ

繰 延 収 益
43,649

自己資本構成比率 55.7％

55.7％

39



101 107 119 136 121

0

500

1,000

1,500

24 25 26 27 28年度

地方公務員共済組合連合会 市場公募地方債引受団 三菱東京UFJ銀行

地方公共団体金融機構 財務省 長期借入金

元金償還額

（億円）

水道事業会計

1,552

1,687
1,650 1,601

(30) (40)(16)

(462)

1,564

※ ( ) 内は、平成28年度末の残高である。

11億円の減

（９）企業債・長期借入金残高の推移

(649)

元金償還額

(353)
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水道事業会計

△ 20,000

△ 15,000

△ 10,000

△ 5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000
（A）

業務活動
＋16,071

（B）
投資活動
△14,285

（C）
財務活動
△1,537

業務活動による
キャッシュフロー （A）

16,071

投資活動による
キャッシュフロー (B)

△ 14,285

財務活動による
キャッシュフロー (C)

△ 1,537

資金増加額（又は減少額）
(A) + (B) + (C)

248

資金期首残高 26,410  

資金期末残高 26,658

（単位：百万円）
＜キャッシュフロー計算書（抜粋）＞

（単位：百万円）

（10）キャッシュフローグラフ
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＜参考＞神奈川県営水道事業経営計画における財政収支計画との比較
（単位：億円）

年　   度 29 30
    科  目  等 計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 計画額

 収   益   的   収   入 ａ 648 633 626 601 618 598 613 609 

水 道 料 金 532 517 530 520 525 518 521 517 

そ の 他 収 入 116 116 96 82 93 80 92 92 

 収   益   的   支   出 ｂ 657 633 589 549 557 519 555 559 

ｃ 10 8 11 10 13 11 12 12 

 資   本   的   収   入 ① 72 72 107 102 105 112 95 97 

 資   本   的   支   出  ② 255 239 286 287 301 282 293 290 

建 設 改 良 事 業 費 等 136 120 149 150 182 160 170 170 

元 金 償 還 金 119 119 137 137 119 122 123 120 

③ △183 △167 △179 △185 △196 △170 △198 △193 

④ 127 136 154 161 180 194 178 174 

⑤ △56 △31 △25 △24 △16 24 △20 △19 

⑥ 80 141 55 117 39 141 19 0 

⑦ 64 58 64 55 64 56 64 64 

⑧ 144 199 119 172 103 197 83 64 

資

金

収

支

資本的収支財源過不足 額の 補塡
（減価償却費等内部留 保資 金）

当 年 度 分 資 金 収 支 （ ③＋ ④ ）

繰 越 資 金 ( 前 年 ⑥ ＋ ⑤ ）

退 職 給 付 引 当 金 残 高

翌年度への繰越資金（ ⑥＋ ⑦）

資

本

的

収

支

内
訳

資 本 的 収 支 差 引 額 （ ① - ② ）

(ａ-ｂ-ｃ)
26 42 48 68 46 38 

27 28

収

益

的

収

支

内
訳

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調整 額 等

当 年 度 純 利 益 又 は 純 損 失
ｄ △19 △8 

26
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電気事業会計
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１ 決算の概要 電気事業会計

＜収益的収支＞

44



電気事業会計
（単位：百万円）

再生可能エネルギー
発電事業収益
（太陽光発電）

137

事業収入
8,342

当年度純利益
651

事 業 費
7,604

支払利息 182

職員費 1,451

減価償却費 1,763

修繕費 1,762

消費税資本的収支調整額
85

その他 2,444

相模貯水池
保全事業収益
1,153

＜収益的収支＞

電力料（水力発電）
6,349

その他 702
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電気事業会計＜資本的収支＞

その他 422

建設改良費
714

企業債等償還金
774

（単位：百万円）

（単位：百万円）

年　   度
    科  目  等

 資   本   的   収   入 ① 4,961 22 4,938

分 担 金 及 び 負 担 金 1 0 1

運 用 資 金 償 還 金 4,959 19 4,940

雑 収 入 1 3 △ 3

 資   本   的   支   出  ② 1,911 1,739 172

建 設 改 良 費 714 901 △ 186

企 業 債 等 償 還 金 774 763 10

そ の 他 支 出 422 73 348

③ 3,049 △ 1,716 4,766

平成28年度
決　算　額
　　　　　Ａ

平成27年度
決　算　額
　　　　　Ｂ

対前年増減額
　Ａ－Ｂ

資

本

的

収

支

資 本 的 収 支 差 引 額 ( ① - ② )

分担金及び負担金 1

雑収入 1

資本的
収 入
4,961

資本的
支 出
1,911

運用資金償還金 4,959
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収益 費用

（7,075）（7,727）

（１）損益計算書グラフ

営 業 費 用
6,821

（単位：百万円）

電気事業会計

営 業 収 益
7,629

営業外収益 97

電力料収入の
占める割合が
7割以上

減価償却費・修繕費・職員費等

純利益 651

２ グラフで見る決算書

営業外費用 253
支払利息等
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（２）当年度損益の推移

575 
642 662 

1,590 

651 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

24 25 26 27 28年度

当年度純利益

（百万円）

電気事業会計

当年度純利益
前年度対比 で ９

億3,800万円の減
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（３）剰余金の処分 電気事業会計

当年度未処分
利益剰余金
1,431

（単位：百万円）

当年度純利益
651

前年度繰越
利益剰余金
779

減債積立金
325

＜当年度未処分利益剰余金の増減＞ （単位：百万円）

１ 前年度繰越利益剰余金 779

２ 当年度純利益 651

当年度未処分利益剰余金 1,431

中小水力発電
開発改良積立金

100

建設改良積立金
300

利益剰余金
の処分
725

＜剰余金の処分案＞

翌年度繰越
利益剰余金
706
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（４）電力料金収入
電気事業会計

ア 水力発電（13発電所）

＜電力料金収入（税込み）の前年度比較＞ （単位 千円）

＜東京電力エナジーパートナー株式会社との電力受給契約の概要＞

年度 比較増減 前年対比

　発電所
（A)－（B) （A)/(B)

　　　　(％)

93,282  △        97.3 

 63,310 102.1 

29,972  △        99.5 

城 山 発 電 所 3,037,378 2,974,068 

合 計 6,349,322 6,379,294 

平成28年度
決　　　算

平成27年度
決　　　算

（A) （B)

城 山 以 外 の 発 電 所 3,311,944 3,405,226 

年度

　発電所

  基本料金（定額）

城 山 以 外 の 発 電 所  電力量料金

 契約期間

  基本料金（定額）

 契約期間

※　基本料金（定額）には消費税等相当額（８％）を含む。

平成28～29年度 備　　　考

2,721,383千円

１kWhにつき1.92円

城 山 発 電 所
3,037,378千円 （料金制度）

 基本料金　 　 10割
28.4.1～30.3.31

28.4.1～30.3.31

（料金制度）
 基本料金　　　 ８割
 電力量料金　　２割
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58.71 58.46 58.98 59.06 58.79 

3.47 

3.27 

3.48 
3.54 

2.95 

2.00

3.00

4.00

0

30
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24 25 26 27 28年度

億ｋWｈ

億円

電力料金収入 供給電力量

億円

水力発電（13発電所） 電気事業会計

億ｋWｈ

＜電力料金収入（税抜き）と供給電力量の推移＞
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＜電力料金収入（税込み）の前年度比較＞ （単位 千円）

＜電力売電契約の概要＞

電気事業会計
イ 太陽光発電（２発電所）

年度 比較増減 前年対比

　発電所
（A)－（B) （A)/(B)

　　　(％)

 5,174  △         89.3 

375  △            99.6 

5,549  △         96.0 

平成28年度
決　　　算

平成27年度
決　　　算

（A) （B)

愛 川 太 陽 光 発 電 所 89,745 90,120 

谷 ヶ 原 太 陽 光 発 電 所 43,251 48,425 

合 計 132,996 138,545 

年度

　発電所

 電力量料金

 契約期間

 電力量料金

 契約期間

平成28年度 備　　　考

谷ヶ原太陽光発電所

愛川太陽光発電所
１kWhにつき41.30円(税抜き)

契約先：丸紅新電力株式会社
28.4.1～29.3.31

28.4.1～29.3.31
契約先：丸紅新電力株式会社

１kWhにつき37.30円(税抜き)
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太陽光発電（２発電所） 電気事業会計

75.94 

109.80 
128.28 123.14 

1.89 

2.55 

3.21 
3.08 

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

0

50

100

150

200

24 25 26 27 28年度

百万ｋWｈ

百万円

電力料金収入 供給電力量
百万円

＜電力料金収入（税抜き）と供給電力量の推移＞
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130

140
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24 25 26 27 28年度

損益勘定職員

資本勘定職員

電気事業会計（５）職員数の推移

（人）
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資産の部 負債・資本の部

資本金
37,721

電 気 事 業
固 定 資 産
29,508

投資その他の資産
22

（59,825） （59,825）

（単位：百万円）

電気事業会計

剰余 金
12,099

資本剰余金
198

利益剰余金
11,901

流 動 負 債
2,987

固 定 負 債
6,842

流 動 資 産
29,582

（６）貸借対照表グラフ

自己資本構成比率 83.5％

繰 延 収 益
174

固定資産仮勘定
711

83.5％
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財務省 地方公共団体金融機構 元金償還額

（億円） 電気事業会計

50

81

73

66

58

(28)(22)

注 （ ）内は、平成28年度末の残高である。

（７）企業債・長期借入金残高の推移

元金償還額
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電気事業会計

△ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

（A）
業務活動
＋2,708

（B）
投資活動
＋3,912

（C）
財務活動
△780

業務活動による
キャッシュフロー （A）

2,708

投資活動による
キャッシュフロー (B)

3,912

財務活動による
キャッシュフロー (C)

△ 780

資金増加額（又は減少額）
(A) + (B) + (C)

＋ 5,840

資金期首残高 22,906

資金期末残高 28,747

（単位：百万円）
＜キャッシュフロー計算書（抜粋）＞

（単位：百万円）

（８）キャッシュフローグラフ
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＜参考＞神奈川県営電気事業経営計画における財政収支計画との比較
（単位：億円）

年　   度 29 30

    科  目  等 計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 計画額

 収   益   的   収   入 ａ 84 90 84 92 83 83 82 82 

電 力 料 金 61 64 61 64 61 63 61 61 

再生可能エネルギー発電事業収入 1 1 1 1 1 1 1 2 

そ の 他 収 入 22 25 21 26 21 19 20 19 

 収   益   的   支   出 ｂ 91 83 80 75 77 76 78 78 

ｃ 1 1 2 1 1 1 2 1 
ｄ

 資   本   的   収   入 ① 49 49 0 0 52 50 3 3 

 資   本   的   支   出  ② 72 70 28 17 28 19 43 27 

施 設 整 備 費 14 12 21 10 20 11 35 19 

元 金 償 還 金 8 8 8 8 8 8 8 8 

資 産 運 用 費 等 50 50 0 0 0 0 0 0 

③ △23 △21 △28 △17 24 30 △40 △24 

④ 13 26 23 35 24 26 23 23 

⑤ △10 6 △5 18 48 57 △17 △1 

⑥ 152 173 147 190 195 247 177 176 

⑦ 14 14 14 14 14 13 14 14 

⑧ 166 186 161 204 209 260 191 190 

26

3 (ａ-ｂ-ｃ)

27 28

収

益

的

収

支

内
訳

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額 等

当 年 度 純 利 益 又 は 純 損 失
△8 7 2 16 4 7 2 

資

本

的

収

支

内
訳

資 本 的 収 支 差 引 額 （ ① - ② ）

資

金

収

支

資本的収支財源過不足 額の 補塡
（減価償却費等内部留 保資 金）

当 年 度 分 資 金 収 支 （ ③ ＋ ④ ）

繰 越 資 金 ( 前 年 ⑥ ＋ ⑤ ）

退 職 給 付 引 当 金 残 高

翌年度への繰越資金（ ⑥＋ ⑦）
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公営企業資金等

運 用 事 業 会 計
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１ 決算の概要
公営企業資金等運用事業会計

＜収益的収支＞
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（単位：百万円）

その他 281

事業収入
812

当年度純損失
149

事 業 費
972 特別損失

495

負担金及び交付金
78

減価償却費 82

運用資金収益
137

その他
121

公営企業資金等運用事業会計

職員費 195

運用資産収益
393

＜収益的収支＞

消費税等資本的
収支調整額 △10
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＜資本的収支＞

資本的
収 入
3,732

資本的
支 出
7,518

その他 278

補塡財源
3,785

他会計への
長期貸付金
償還金
2,998

他会計への
長期貸付金
7,000

開発費
239

（単位：百万円）

公営企業資金等運用事業会計

その他 734

（単位：百万円）

年　   度
    科  目  等

 資   本   的   収   入 ① 3,732 2,922 810

他会計への長期貸付金償還金 2,998 2,750 247

そ の 他 収 入 734 171 562

 資   本   的   支   出  ② 7,518 6,262 1,256

他 会 計 へ の 長 期 貸 付 金 7,000 6,000 1,000

開 発 費 239 142 97

そ の 他 支 出 278 119 158

③ △ 3,785 △ 3,339 △ 445

平成27年度
決　算　額
　　　　　Ｂ

増減額
　Ａ－Ｂ

資
本
的
収
支

資 本 的 収 支 差 引 額 ( ① - ② )

平成28年度
決　算　額
　　　　　Ａ
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収益 費用

預金利息等

特別 損 失
495

（937）（788）

（１）損益計算書グラフ

営 業 費 用
404

（単位：百万円）

公営企業資金等運用事業会計

営 業 収 益
522

営業外収益
266

貸付料
有価証券利息等 職員費・減価償却費等

純損失
△149

２ グラフで見る決算書

営業外費用 37

固定資産売却損
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（２）当年度損益の推移

3261,064 

△214
△2,973 

△149

△ 3,000

△ 2,500

△ 2,000

△ 1,500

△ 1,000

△ 500

0

500

1,000

1,500

24 25 26 27 28年度

当年度純利益

当年度純損失

（百万円）

公営企業資金等運用事業会計

当年度純損失

前年度対比で ４
億7,600万円の減
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（３）剰余金の処分 公営企業資金等運用事業会計

当年度未処分
利益剰余金

4

（単位：百万円）

１ 前年度繰越利益剰余金 153

２ 当年度純損失 △149

当年度未処分利益剰余金 4

＜当年度未処分利益剰余金の増減＞ （単位：百万円）

翌年度繰越
利益剰余金

4
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25
24

21
20

21

0

10

20

30

40

24 25 26 27 28年度

損益勘定職員

（人）

公営企業資金等運用事業会計（４）職員数の推移
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資産の部 負債・資本の部

資本金
69,076

有形固定資産
9,308

投資その他の資産
34,679

（70,816） （70,816）

（単位：百万円）

剰 余 金
900

資本剰余金
125

利益剰余金
774

流 動 資 産
26,430

（５）貸借対照表グラフ

自己資本構成比率 99.0％

繰延収益 152

繰延勘定
42

公営企業資金等運用事業会計

固定負債 223

流動負債 463無形固定資産
356

99.0％
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公営企業資金等運用事業会計（６） 他会計への貸付

水道事業会計に70億円の貸付を実施

（単位　百万円）

貸　付　額 償　還　額

31,361 7,000 2,997 35,364 135

3 － 1 2 1

97 － 8 88 1

31,463 7,000 3,007 35,456 137

平成28年度
利 息 収 入

水道事業会計

電気事業会計

相 模 原 市

計

平 成 28 年 度 平成28年度末
貸 付 残 高

区分
平成28年度当初
貸 付 残 高
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公営企業資金等運用事業会計

△ 4,000

△ 3,000

△ 2,000

△ 1,000

0

1,000

2,000

（A）
業務活動
△73

（B）
投資活動
△3,609

業務活動による
キャッシュフロー （A） △73

投資活動による
キャッシュフロー (B)

△ 3,609

財務活動による
キャッシュフロー (C) 0

資金増加額（又は減少額）
(A) + (B) + (C)

△3,682

資金期首残高 26,031

資金期末残高 22,349

＜キャッシュフロー計算書（抜粋）＞

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（７）キャッシュフローグラフ
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相模川総合開発共同事業会計

酒匂川総合開発事業会計
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１ 決算の概要
（１）相模川総合開発共同事業会計

ダム施設等の維持管理など経費全額を各事業者からの受託収入で賄っており、

収入と支出が同額であり、当年度損益は生じていない。

（２）酒匂川総合開発事業会計

（単位：百万円）

年　   度
科  目  等

 収   益   的   収   入 1,614 1,585 28
 収   益   的   支   出 1,614 1,585 28
 資   本   的   収   入 338 416 77 △         
 資   本   的   支   出  338 416 77 △         

平成28年度
決　算　額
　　　　　Ａ

平成27年度
決　算　額
　　　　　Ｂ

増減額
　Ａ－Ｂ

収益的
収支

資本的
収支

（単位：百万円）

年　   度
科  目  等

 収   益   的   収   入 1,179 1,167 11
 収   益   的   支   出 1,179 1,167 11
 資   本   的   収   入 271 204 66
 資   本   的   支   出  271 204 66

収益的
収支

資本的
収支

平成28年度
決　算　額
　　　　　Ａ

平成27年度
決　算　額
　　　　　Ｂ

増減額
　Ａ－Ｂ
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平成28年度に実施した主な事業（水道）
（単位：千円）

会 計 名 事 業 名 等 金 額

水 道 事 業 会 計

水道施設耐震化事業 1,873,829

老朽配水管リフレッシュ事業 4,995,988

大口径老朽管リフレッシュ事業 2,845,935

配水管網再構築事業 1,897,521

配水池等統廃合事業 315,991

お客さま意識調査事業 7,736

漏水対策強化事業 122,796

箱根地区水道事業包括委託事業 932,118
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会 計 名 事 業 名 等 金 額

電 気 事 業 会 計

玄倉第１発電所改造事業 214,687

相模貯水池大規模建設改良事業 1,168,796

道志調整池保全対策事業 134,644

太陽光発電所維持事業 85,780

早戸川水系水力発電推進事業 13,655

公 営企業資金等

運 用 事 業 会 計
新財務管理システム開発事業 239,652

相 模川総合開発

共 同 事 業 会 計
城山貯水池等保全対策事業 45,841

酒 匂川総合開発

事 業 会 計
三保貯水池等保全対策事業 533,162

平成28年度に実施した主な事業
（電気・資金・共同・酒匂） （単位：千円）
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⑤

平 成 28 年 度
神奈川県公営企業会計

決算説明資料
～グラフで見る決算～

神 奈 川 県 企 業 庁


